
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第31号 

答申番号：令和７年度答申第31号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、次のとおり、原処分（生活保護停止処分）は違法又は不当である

と主張しているものと解される。 

(1) 処分庁は請求人の生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下「保

護」という。）を令和６年８月27日から現在に至るまで停止しているが、請

求人は同月29日に勾留され、同年９月３日にその勾留は取り消されている。 

(2) 法第26条に基づく原処分は請求人に書面をもって通知されなければなら

ないところ、処分庁は請求人が逮捕、勾留されているにもかかわらず「保護

の停止を決定した理由」として「逮捕・勾留による」と記載された原処分に

係る通知文（以下「本件通知文」という。）を自宅に送付しており、手続に

重大な瑕疵がある。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

原処分は、関係法令等の規定に基づいて行われたものであり、違法又は不当

な点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 処分庁は、請求人が逮捕されたことを把握したため北海道警察本部総務部留

置管理課長に対して法第29条の規定による照会を実施したところ、その照会に

係る回答（以下「本件回答」という。）により請求人は令和６年８月26日から

同年９月９日までは勾留されていることを把握したことから、請求人に対し、



同月13日付けで原処分を行ったことが認められる。 

この点、請求人が留置場等に収容されている間は、刑事収容施設及び被収容

者等の処遇に関する法律その他の刑事行政に関する法律の規定により、請求人

の日常生活に必要なものの貸与又は支給をされているのであるから、請求人

は、最低限度の生活を維持することができない者には該当せず、保護を必要と

しなくなったものと認められる。他方、請求人の勾留等が今後継続することに

ついて確実性を欠く状態であったため、処分庁は、若干期間その状況の経過を

観察する必要があると判断し、請求人の保護を停止することとしたことが認め

られる。そうすると、その処分庁の判断は法令等に従ってなされたものである

ことから、原処分に違法又は不当な点は認められない。 

   なお、処分庁は、本件回答により請求人が同年８月26日から同年９月９日ま

でいずれかの留置施設に収容中であったことを同月12日に把握しており、法に

よれば被保護者が保護を必要としなくなったときは速やかに保護の停止又は

廃止を決定し、それを書面で被保護者に通知しなければならないものとされて

いるところ、本件回答では、請求人が留置されている施設までは特定できな

かったのであるから、処分庁が自宅に本件通知文を送付したことはやむを得な

いというべきであり、処分庁の手続に重大な瑕疵があるとはいえない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張には理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年12月15日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月22日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

とともに（法第４条第１項）、他の法律に定める扶助は、全て保護に優先して

行われるものとされている（同条第２項）。 

また、保護の実施機関は、被保護者が保護を必要としなくなったときは、速

やかに、保護の停止又は廃止を決定し、書面をもって、これを被保護者に通知



しなければならないとされている（法第26条）。 

そして、保護費の停止の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事

務とされており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよる

べき基準（以下「処理基準」という。）を定めている。 

処理基準によれば、世帯における最低生活費の減少等により、一時的に保護

を必要としなくなった場合であって、以後において見込まれるその世帯の最低

生活費及び収入の状況から判断して、おおむね６か月以内に再び保護を要する

状態になることが予想されるとき、又は、世帯における最低生活費の恒常的な

減少等により、一応保護を要しなくなったと認められるがその状態が今後継続

することについて、なお確実性を欠くため、若干期間その世帯の生活状況の経

過を観察する必要があるときは、保護を停止すべきであるとされている。 

そこで本件についてみると、処分庁は、請求人が令和６年８月26日付けで逮

捕及び勾留されたことにより、同月27日から一定期間は請求人の保護を要しな

いと判断し、法第26条に基づき、原処分が行われたことが認められる。この点、

他の法律に定める扶助は、全て保護に優先して行われるものとされているとこ

ろ、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等によって勾留中の請求

人の衣食住等は刑事行政の一環として措置されていることからすると、請求人

の保護を行う事情はないというべきである。また、原処分時点で請求人の勾留

期間などが不明である以上、保護の廃止ではなく停止をすることとした処分庁

の判断は、処理基準に照らし、不合理なものとはいえない。したがって、原処

分に違法又は不当な点はない。 

なお、請求人は、おおむね、処分庁が自宅に本件通知文を送付しており手続

に重大な瑕疵があることから、原処分は違法であると主張する。しかしながら、

処分庁が受領した本件回答によれば同年８月27日から一定期間は確実に請求

人は刑事行政の一環として措置されるのであるから、処分庁は、法第26条に基

づき、速やかに請求人の保護の停止を決定し、書面をもって通知しなければな

らない。そうすると、請求人が勾留されたことによりその居所が不明であった

ことからやむを得ず自宅に本件通知文を送付したことは、その後令和７年４月

に請求人の居所が判明し、改めて本件通知文を当該居所に送付していることも

考慮すると、違法又は不当とまではいえないことから、請求人の主張を採用す

ることはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ



ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 

 

        委 員（会長） 館   田     晶      子 

 

        委 員      日   笠     倫    子 


